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2022年5月30日 

各  位 

 

会 社 名 株式会社ＪＦＬＡホールディングス 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長   檜垣 周作 

 （コード番号：3069 STANDARD） 

問合せ先 法務総務部長       尾崎 富彦 

 （TEL.03 – 6311 - 8892） 

 

 

合弁会社設立に関する基本合意書締結のお知らせ 

 

当社は、2022年５月 30日開催の取締役会において、株式会社千趣会（本社：大阪府大阪市、

代表取締役: 梶原 健司、以下「千趣会」）との合弁会社設立(以下「本件」) に関する基本合意

書の締結を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１.合弁会社設立の目的 

当社グループは、「食を通じた新たな価値の創造と提供」をミッションに、「新たな価値を生み

出すブランド創出」、「新たな価値を提供する多様な販売手法の構築」、「新たな価値を支える経営

基盤の確立と持続的な成長」という３つの中長期戦略を遂行しております。 

当社グループを取り巻く外部環境の急速な変化を背景に、昨年 11 月には 2023 年３月期から

始まる３か年の中期経営計画「NEXT JFLA 2025」を策定し、「新たな価値を創造し、提供するグ

ローバル食品・飲料メーカーへ」をグループテーマに掲げ、2025年３月期には売上高 88,000百

万円、営業利益 2,000百万円の新たなる目標を設定して取り組んでおります。同計画では、流通

事業における「ブランド・商品ポートフォリオ戦略」「家庭用販売の強化」を重点戦略として掲

げており、プロ向け及び一般消費者向けオンラインショップの強化を計画しております。 

この度の千趣会と当社との共同出資による合弁会社では、新たな取組みとして、EC を中心と

した酒類・飲料・食品の企画・販売事業を展開いたします。「食」領域は定期的なご購入が期待

できるジャンルであり、2022年内にワインを中心した ECによる通信販売事業に着手し、その後、

「自分らしく、いきいきとした笑顔ある暮らし」を提案する、食に関わる新しい事業を展開して

いきたいと考えております。当社は「食」領域において生産・小売流通・飲食・フードデリバリ

ーと網羅的に機能を保有し、取扱商品についても高級ワインをはじめ、品質にこだわった酒類・

飲料・食品から毎日ご利用いただけるデイリ―フードまで多岐にわたり取り揃えております。当

社の持つ強みを最大限に活用し、商品供給・在庫コントロール・フルフィルメント提供を中心に

担います。 

これまで千趣会とは料理教室事業を共に取り組んだ実績があり、本件を通じて当社が持つ食

のバリューチェーンと千趣会の持つお客様基盤を活かし課題を補完し合うことで、「食」領域に

おける共創モデルを構築し、社会的価値と事業価値を同時に実現する取組みを目指してまいり

ます。 

以上 
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２．設立する合弁会社の概要  

（１） 名 称 未定 

（２） 所 在 地 未定 

（３） 代表者の役職・氏名 千趣会より選定予定 

（４） 主 な 事 業 内 容 EC を中心とした酒類・飲料・食品の企画・販売事業 

（５） 資 本 金 30 百万円(資本準備金:30百万円) 

（６） 設 立 年 月 日 未定 

（７） 大株主及び持株比率 
株式会社千趣会 51％ 

株式会社ＪＦＬＡホールディングス 49％ 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 当社が 49％出資する合弁会社となります。 

人 的 関 係 
千趣会より代表取締役が選定予定でありま

す。 

取 引 関 係 今後取引関係が発生する予定であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3 

 

 

３．合弁相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社千趣会 

（２） 所 在 地 大阪市北区同心１丁目６番 23 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  梶原 健司 

（４） 主 な 事 業 内 容 通信販売事業、法人事業、保険事業、子育て支援事業等 

（５） 資 本 金（※） 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1955年 11月 9日 

（７） 大株主及び持株比率 

東日本旅客鉄道(10.98%) 

千趣会(9.93%) 

ブレストシーブ(7.01%) 

日本マスタートラスト信託銀行(信託口)(6.05%) 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 
当社は、合弁相手先グループ企業との

商品仕入取引がございます。 

関連当事者 への

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９）               最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2019年 12月期 2020年 12月期 2021年 12月期 

純 資 産 42,490百万円 32,088百万円 33,202百万円 

総 資 産 73,664百万円 63,933百万円 52,476百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 880円 56 銭 699円 01 銭 708円 09 銭 

売 上 高 89,150百万円 83,286百万円 73,149百万円 

営 業 利 益 772百万円 △389百万円 349百万円 

経 常 利 益 1,418 百万円 △3,800百万円 520百万円 

当 期 純 利 益 8,182 百万円 △3,946百万円 308百万円 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 201円 11 銭 △95 円 23 銭 6 円 64銭 

1 株 当 た り 配 当 金 2 円 00銭 0 円 00銭 7 円 00銭 
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４．日程  

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022年 5月 30日 

（２） 基 本 合 意 書 締 結 日 2022年 5月 30日 

（３） 合 弁 契 約 締 結 日 未定 

（４） 事 業 開 始 日 未定 

 

 

５．今後の見通し 

本件による当社グループの当期連結業績に与える影響については、軽微であると見込んでお

ります。 

なお、開示すべき事項が発生した際には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


